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1.  平成23年2月期の連結業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 40,317 1.9 2,859 36.2 3,032 25.5 1,760 133.3
22年2月期 39,569 △11.1 2,100 △13.6 2,415 △13.6 754 △34.0

（注）包括利益 23年2月期 ―百万円 （―％） 22年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 43.41 ― 2.9 4.0 7.1
22年2月期 18.60 ― 1.2 3.2 5.3

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  ―百万円 22年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 78,943 61,945 78.5 1,527.89
22年2月期 74,502 60,682 81.4 1,496.27

（参考） 自己資本   23年2月期  61,945百万円 22年2月期  60,682百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 6,408 △3,843 △1,629 12,869
22年2月期 3,720 △3,730 △1,545 11,943

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00 608 80.6 1.0
23年2月期 ― 0.00 ― 17.00 17.00 689 39.2 1.0
24年2月期(予想) ― 0.00 ― 17.00 17.00 ―

3.  平成24年2月期の連結業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 20,000 2.3 1,500 △2.7 1,550 △6.0 750 △16.2 18.50
通期 41,000 1.7 3,150 10.1 3,300 8.8 1,800 2.3 44.39

－ 1 －



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、26ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 無
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 47,841,297 株 22年2月期 47,841,297 株
② 期末自己株式数 23年2月期 7,298,004 株 22年2月期 7,285,833 株
③ 期中平均株式数 23年2月期 40,549,730 株 22年2月期 40,560,580 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年2月期の個別業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 38,676 2.8 2,970 38.0 3,176 26.1 1,804 101.4
22年2月期 37,638 △11.9 2,152 △18.3 2,518 △17.0 895 △30.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年2月期 44.50 ―
22年2月期 22.09 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 78,664 62,469 79.4 1,540.81
22年2月期 73,999 61,161 82.7 1,508.10

（参考） 自己資本 23年2月期  62,469百万円 22年2月期  61,161百万円

2.  平成24年2月期の個別業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 19,000 2.3 1,600 △4.7 800 △14.2 19.73
通期 39,000 0.8 3,400 7.0 1,850 2.5 45.62

－ 2 －



当連結会計年度におけるわが国経済は、大手を中心とした企業業績の顕著な改善や政府による消費刺

激策の効果により、回復の兆しを見せ始めましたが、期後半からの急激な円高とその定着は外需依存度

の高いわが国経済を直撃し、新たな設備投資意欲や雇用状況も一向に改善せず、景気は依然足踏み状態

から脱却できない時期が続きました。 

 こうした状況のもと、建機事業につきましては公共事業・民間需要ともに厳しい環境下、経営資源を

東西の都市部へシフトさせるとともに、保有資産の売却や賃貸原価の徹底した低減に取組み、同業他社

に負けない体質づくりに注力した結果、売上高・利益ともに増加させることができました。次に商事事

業につきましては通期に渡り需要の減少に歯止めがかからず、減収となりました。一方、不動産事業に

つきましては、前連結会計年度までに購入いたしました賃貸不動産の稼働が期初から寄与したことから

増収増益となりました。 

 以上の結果、当期における売上高は建機事業及び不動産事業が増収、商事事業が減収となり、全体で

は403億17百万円と対前期比７億48百万円増加となりました。 

 利益面につきましては、売上原価の低減や販売費及び一般管理費の節減が奏功し、売上総利益は対前

期比９億78百万円増の90億59百万円、営業利益は対前期比７億59百万円増の28億59百万円となりまし

た。また、営業外収益が１億40百万円減少したことにより、経常利益は対前期比６億16百万円増の30億

32百万円となりました。一方、特別損失が対前期比５億36百万円減少したこと、並びに前期計上いたし

ました繰延税金資産の取崩しが当期はないこと等を主因に、当期純利益は17億60百万円と対前期比10億

５百万円増加し、大幅な増益を計上することができました。 

 次期の見通しにつきましては、先の東日本大震災の日本経済への影響は計り知れないものがあり、政

府による財政出動が見込まれておりますものの、電力や道路、鉄道網など広範囲なインフラへの深刻な

打撃を考慮しますと、短期的な経済活動への悪影響は避けられず、本格的な復興需要が顕著に表れるま

でには時間を要するものと予想しております。 

 当社グループといたしましては、いかなる環境下においても堅実に利益計上が出来るよう、強靭な企

業体質をつくりあげるため、引続き売上原価の低減をはじめとするコストの削減や適切な経営資源の配

分に注力し、計画達成に向け、全力を傾注する所存でございます。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

－ 3 －
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当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により64億８

百万円増加したものの、投資活動により38億43百万円、財務活動により16億29百万円それぞれ支出した

ことにより、前連結会計年度末と比べ９億26百万円増加し、当連結会計年度末残高は128億69百万円と

なりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、64億８百万円（前年同期比26億88百万円増）

となりました。主な要因は、税金等調整前当期純利益31億24百万円、減価償却費20億83百万円、売上債

権の増加額10億10百万円、仕入債務の増加額19億53百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、38億43百万円（前年同期比１億12百万円減）

となりました。主な要因は、有形固定資産の取得41億79百万円、投資有価証券の売却及び償還による収

入７億91百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動の結果、使用した資金は16億29百万円（前年同期比84百万円減）と

なりました。主な要因は、設備関係割賦債務の返済による支出７億71百万円、配当金の支払６億６百万

円等によるものであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
  

当社は常時、財務の健全性を保ちながら、安定的な配当を実施することを基本としつつ、業績に応

じ、適宜還元させていただくことを配当の基本方針としております。 

 当期の期末配当につきましては、当期純利益が大幅に増加したことを踏まえ、株主の皆さまのご期待

に応えるべく、２円増配の１株当たり17円とさせていただきます。なお、次期の配当につきましても、

現時点では１株当たり17円と予想しております。 

  

(2) 財政状態に関する分析

平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期

自己資本比率（％） 79.6 81.4 78.5

時価ベースの自己資本比率
（％）

17.7 19.8 21.0

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

－ 4 －
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決算短信に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成23年２月28日）現在において当社

グループが判断したものであります。 

① 事業環境について 

建機事業は建設機械の取扱いが主なため、公共投資の大幅な削減や経済情勢の急激な変動による需要

減退、同業者間の価格競争が、当社グループの業績に影響を及ぼすリスクがあります。 

 商事事業は設備機器の取扱いが主なため、需要の減退に伴う業績悪化、映像・音響部門においても、

消費の減少に伴い業績が悪化するリスクがあります。 

 不動産事業は戸建て住宅部門においては、好立地の住宅用分譲地の減少、賃貸ビル部門においては、

入居者の減少や経済情勢の変動による賃料値下げなどの要因が賃料収入の減少となり、業績に影響を及

ぼすリスクがあります。 

② 有価証券投資による影響について 

有価証券の投資には、価格変動リスク、信用リスク、為替金利変動リスク、元本毀損リスク等のいろ

いろなリスクを包含しており、有価証券投資が業績、キャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があり

ます。 

③ 固定資産の減損について 

当社グループが保有する貸与資産、賃貸不動産、建物、土地及びリース資産等について、今後これら

資産の市場価格下落等により資産価値が著しく減少した場合は、必要な減損処理を行う結果として当社

グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

 最近の有価証券報告書（平成22年５月28日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社

の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

平成22年２月期決算短信（平成22年４月９日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないた

め開示を省略しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

(当社ホームページ) 

http：//www.wakita.co.jp 

(大阪証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http：//www.ose.or.jp/listed/ind_jk.html 

(4) 事業等のリスク

2. 企業集団の状況

3. 経営方針

－ 5 －
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4.連結財務諸表

(1)連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,443 12,569

受取手形及び売掛金 ※5 13,549 14,606

有価証券 615 －

商品 － 2,754

商品及び製品 3,438 －

原材料及び貯蔵品 202 －

貯蔵品 － 53

繰延税金資産 397 493

その他 655 503

貸倒引当金 △697 △677

流動資産合計 29,605 30,305

固定資産

有形固定資産

貸与資産 ※1 11,312 ※1 11,819

減価償却累計額 △9,219 △9,209

貸与資産（純額） 2,092 2,610

賃貸不動産

賃貸建物及び附属設備 16,175 18,834

減価償却累計額 △1,642 △2,213

賃貸建物及び附属設備（純額） 14,532 16,620

賃貸土地 ※2 13,101 ※2 14,223

建物及び構築物 6,883 6,902

減価償却累計額 △4,150 △4,299

建物及び構築物（純額） 2,732 2,602

土地 ※2 4,508 ※2 4,508

リース資産 1,689 1,723

減価償却累計額 △272 △475

リース資産（純額） 1,416 1,247

その他 718 561

減価償却累計額 △652 △508

その他（純額） 66 53

有形固定資産合計 38,451 41,866

無形固定資産 498 607

投資その他の資産

投資有価証券 ※3 3,854 ※3 4,095

繰延税金資産 244 188

その他 2,214 2,186

貸倒引当金 △366 △305

投資その他の資産合計 5,947 6,164

固定資産合計 44,897 48,638

資産合計 74,502 78,943

－ 6 －
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※5 5,317 7,271

リース債務 212 238

未払法人税等 384 992

賞与引当金 181 152

その他 2,111 2,373

流動負債合計 8,208 11,028

固定負債

社債 20 －

リース債務 1,276 1,144

再評価に係る繰延税金負債 713 713

退職給付引当金 35 53

役員退職慰労引当金 809 850

その他 2,757 3,208

固定負債合計 5,612 5,969

負債合計 13,820 16,998

純資産の部

株主資本

資本金 12,208 12,208

資本剰余金 13,717 13,717

利益剰余金 39,954 41,106

自己株式 △2,977 △2,981

株主資本合計 62,903 64,050

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △129 △13

土地再評価差額金 ※2 △2,091 ※2 △2,091

評価・換算差額等合計 △2,221 △2,104

純資産合計 60,682 61,945

負債純資産合計 74,502 78,943

－ 7 －
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(2)連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

売上高 39,569 40,317

売上原価 31,327 31,128

割賦販売未実現利益繰入額 341 368

割賦販売未実現利益戻入額 180 237

売上総利益 8,080 9,059

販売費及び一般管理費 ※1 5,980 ※1 6,199

営業利益 2,100 2,859

営業外収益

受取利息 147 121

受取配当金 47 50

仕入割引 31 31

投資有価証券売却益 45 －

その他 118 47

営業外収益合計 391 251

営業外費用

支払利息 47 55

その他 28 22

営業外費用合計 75 78

経常利益 2,415 3,032

特別利益

固定資産売却益 ※2 5 ※2 4

貸倒引当金戻入額 396 －

匿名組合清算益 － 142

その他 10 11

特別利益合計 411 158

特別損失

固定資産売却損 － ※3 0

固定資産除却損 ※4 18 ※4 12

投資有価証券売却損 29 11

投資有価証券評価損 292 41

貸倒引当金繰入額 ※5 29 －

損害賠償金 ※5 120 －

過年度損益修正損 ※5 101 －

その他 9 －

特別損失合計 601 65

税金等調整前当期純利益 2,226 3,124

法人税、住民税及び事業税 1,046 1,469

法人税等調整額 424 △104

法人税等合計 1,471 1,364

当期純利益 754 1,760
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(3)連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,208 12,208

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,208 12,208

資本剰余金

前期末残高 13,717 13,717

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 13,717 13,717

利益剰余金

前期末残高 39,808 39,954

当期変動額

剰余金の配当 △608 △608

当期純利益 754 1,760

当期変動額合計 145 1,151

当期末残高 39,954 41,106

自己株式

前期末残高 △2,971 △2,977

当期変動額

自己株式の取得 △6 △4

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △6 △4

当期末残高 △2,977 △2,981

株主資本合計

前期末残高 62,763 62,903

当期変動額

剰余金の配当 △608 △608

当期純利益 754 1,760

自己株式の取得 △6 △4

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 139 1,147

当期末残高 62,903 64,050
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △421 △129

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 291 116

当期変動額合計 291 116

当期末残高 △129 △13

繰延ヘッジ損益

前期末残高 0 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金

前期末残高 △2,091 △2,091

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △2,091 △2,091

評価・換算差額等合計

前期末残高 △2,512 △2,221

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 291 116

当期変動額合計 291 116

当期末残高 △2,221 △2,104

純資産合計

前期末残高 60,251 60,682

当期変動額

剰余金の配当 △608 △608

当期純利益 754 1,760

自己株式の取得 △6 △4

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 291 116

当期変動額合計 430 1,263

当期末残高 60,682 61,945
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(4)連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,226 3,124

減価償却費 1,778 2,083

のれん償却額 104 104

貸倒引当金の増減額（△は減少） △568 △81

賞与引当金の増減額（△は減少） △18 △29

退職給付引当金の増減額（△は減少） 0 17

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 41 41

受取利息及び受取配当金 △195 △171

支払利息 47 55

有形固定資産除売却損益（△は益） 12 8

投資有価証券売却損益（△は益） △22 4

投資有価証券評価損益（△は益） 292 41

匿名組合清算益 － △142

損害賠償損失 120 －

過年度損益修正損 101 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,623 △1,010

たな卸資産の増減額（△は増加） 142 832

仕入債務の増減額（△は減少） △2,395 1,953

預り保証金の増減額（△は減少） 513 160

その他 1,020 139

小計 4,825 7,132

利息及び配当金の受取額 210 176

利息の支払額 △47 △55

法人税等の支払額 △1,267 △845

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,720 6,408

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 1,300 －

有形固定資産の取得による支出 △6,776 △4,179

有形固定資産の売却による収入 5 8

投資有価証券の取得による支出 △161 △282

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,908 791

貸付けによる支出 △38 △95

貸付金の回収による収入 26 40

その他の支出 △42 △257

その他の収入 48 130

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,730 △3,843
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △36 －

社債の償還による支出 △20 △20

リース債務の返済による支出 △229 △226

設備関係割賦債務の返済による支出 △645 △771

自己株式の取得による支出 △6 △4

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △606 △606

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,545 △1,629

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,556 926

現金及び現金同等物の期首残高 13,500 11,943

現金及び現金同等物の期末残高 11,943 12,869
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該当事項はありません。 

最近の有価証券報告書（平成22年５月28日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省

略しております。 
  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(7)連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

項目
前連結会計年度

(平成22年２月28日)
当連結会計年度

(平成23年２月28日)

※１ 貸与資産 貸与資産は主として土木建設機械であり

一部建物(ハウス)、車両運搬具及び映

像・音響機器等が含まれております。

貸与資産は主として土木建設機械であり

一部建物(ハウス)、車両運搬具及び映

像・音響機器等が含まれております。

※２ 土地の再評価 「土地の再評価に関する法律」(平成10

年３月31日公布法律第34号)に基づき、

事業用土地の再評価を行い、土地再評価

差額金を純資産の部に計上しておりま

す。

再評価の方法

 「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成10年３月31日公布政令第119

号)第２条第３号に定める土地課税台

帳に基づいて、合理的な調整を行って

算出しております。

再評価を行った年月日

平成14年２月28日

再評価を行った土地の当連結会計年度末

における時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△1,411百万円

「土地の再評価に関する法律」(平成10

年３月31日公布法律第34号)に基づき、

事業用土地の再評価を行い、土地再評価

差額金を純資産の部に計上しておりま

す。

再評価の方法

 「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成10年３月31日公布政令第119

号)第２条第３号に定める土地課税台

帳に基づいて、合理的な調整を行って

算出しております。

再評価を行った年月日

平成14年２月28日

再評価を行った土地の当連結会計年度末

における時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△1,689百万円

※３ 投資有価証券 非連結子会社及び関連会社に対するもの

は、次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 54百万円

非連結子会社及び関連会社に対するもの

は、次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 111百万円

 ４ 偶発債務 

   (保証債務)

取引先のリース会

社等に対する営業

取 引（リ ー ス 取

引・割賦販売)保証

㈱スペッチオ 68百万円

滋賀建機㈱ 62百万円

平川機工㈱ 56百万円

㈱フーマトレーディング 23百万円

岡田不動産㈱ 18百万円

その他 41社 207百万円

計 436百万円

㈱スペッチオ 53百万円

平川機工㈱ 46百万円

滋賀建機㈱ 40百万円

㈱フーマトレーディング 17百万円

㈱リンク 16百万円

その他 40社 151百万円

計 325百万円

※５ 連結会計年度末日満

期手形処理

期末日満期手形の会計処理については、

満期日に決済が行われたものとして処理

しております。

 なお、当連結会計年度末日及びその前

日は金融機関の休日であったため、次の

期末日及びその前日の満期手形を満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。

  受取手形 710百万円

  支払手形 32百万円

――――――
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(連結損益計算書関係)

項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

※１ 販売費及び一般管理

費の主なもの

給与手当 2,047百万円

賞与 444百万円

貸倒引当金繰入額 23百万円

賞与引当金繰入額 177百万円

役員退職慰労引当金繰入額 41百万円

退職給付費用 221百万円

福利厚生費 474百万円

賃借料 803百万円

のれん償却額 104百万円

減価償却費 188百万円

給与手当 2,004百万円

賞与 436百万円

貸倒引当金繰入額 243百万円

賞与引当金繰入額 152百万円

役員退職慰労引当金繰入額 41百万円

退職給付費用 172百万円

福利厚生費 515百万円

賃借料 821百万円

のれん償却額 104百万円

減価償却費 212百万円

※２ 固定資産売却益の内

訳

車両運搬具 4百万円

機械及び装置 0百万円

 計 5百万円

工具器具備品 3百万円

その他（機械及び装置他） 1百万円

 計 4百万円

※３ 固定資産売却損の内

訳

―――――― 車両運搬具 0百万円

 計 0百万円

※４ 固定資産除却損の内

訳

貸与資産 
(陳腐化等のため除却)

5百万円

建物他 
(松戸市事務所移転のため除
却)

6百万円

建物他 
(福知山市事務所移転のため
除却)

4百万円

その他 1百万円

 計 18百万円

 

貸与資産
(陳腐化等のため除却)

1百万円

建物他
(滋賀工場製造停止のため除
却)

8百万円

その他 2百万円

 計 12百万円

※５ 貸倒引当金繰入額、

損害賠償金及び過年

度損益修正損の内容

当社元従業員による不適切な取引が過年
度より行われておりましたので、過年度
損益を修正するとともに、これに伴い生
じる可能性のある損失について損害賠償
金等を計上しております。

――――――
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前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

（単位：株） 

 
  

（単位：株） 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

 
  

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 47,841,297 ― ― 47,841,297

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 7,269,336 17,901 1,404 7,285,833

単元未満株式の買取 17,901株

単元未満株式の買増請求による売渡 1,404株

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月28日 
定時株主総会

普通株式 608 15.00 平成21年２月28日平成21年５月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当の
原 資

配当金の総額 

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 608 15.00 平成22年２月28日平成22年５月28日
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当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

（単位：株） 

 
  

（単位：株） 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

        次のとおり決議を予定しております。 
  

 
  

  

  

 
  

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 47,841,297 ― ― 47,841,297

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 7,285,833 12,171 ― 7,298,004

単元未満株式の買取 12,171株

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月27日 
定時株主総会

普通株式 608 15.00 平成22年２月28日平成22年５月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当の
原 資

配当金の総額 

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 689 17.00 平成23年２月28日平成23年５月27日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成22年２月28日現在)

現金及び預金勘定 11,443百万円

流動資産 その他 
 金銭債権信託勘定（３ヶ月以内 
 金銭債権信託受益権）

500百万円

現金及び現金同等物 11,943百万円  

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成23年２月28日現在)

現金及び預金勘定 12,569百万円

流動資産 その他
 金銭信託勘定（３ヶ月以内）

300百万円

現金及び現金同等物 12,869百万円
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前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

 
(注) １ 事業の種類別セグメントは、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主要な内容は次のとおりであります。 

(1) 建機事業      土木・建設機械等の製造、販売並びにレンタル 

(2) 商事事業      建設資材、商業設備、住宅設備、映像・音響機器等の販売並びにレンタル 

(3) 不動産事業     商業用不動産の賃貸・売買、戸建・分譲等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(17,537百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金

(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産であります。 

５ 有形固定資産の耐用年数の変更 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(2)①追加情報に記載のとおり、法人税法の改正

（所得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日法律第23号）を契機に、当連結会計年度より機械及

び装置の耐用年数の見直しを行い、耐用年数を変更しております。この変更による当連結会計年度の営業利

益に与える影響は軽微であります。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

建機事業 
(百万円)

商事事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

25,495 10,958 3,114 39,569 － 39,569

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

－ － － － （ －） －

計 25,495 10,958 3,114 39,569 （ －） 39,569

営業費用 24,471 10,677 2,319 37,468 － 37,468

営業利益 1,024 280 795 2,100 － 2,100

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
   資本的支出

 資産 19,654 6,215 31,094 56,964 17,537 74,502

  減価償却費 1,186 118 473 1,778 － 1,778

 資本的支出 1,244 12 6,517 7,774 110 7,884

－ 17 －
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当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

 
(注) １ 事業の種類別セグメントは、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主要な内容は次のとおりであります。 

(1) 建機事業      土木・建設機械等の製造、販売並びにレンタル 

(2) 商事事業      建設資材、商業設備、住宅設備、映像・音響機器等の販売並びにレンタル 

(3) 不動産事業     商業用不動産の賃貸・売買、戸建・分譲等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(18,095百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金

(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産であります。 

  

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

重要な在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

重要な在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

建機事業 
(百万円)

商事事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

26,088 10,428 3,801 40,317 － 40,317

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

－ － － － （  －） －

計 26,088 10,428 3,801 40,317 （  －） 40,317

営業費用 24,908 10,143 2,406 37,457 － 37,457

営業利益 1,180 285 1,394 2,859 － 2,859

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
   資本的支出

 資産 20,125 7,099 33,623 60,848 18,095 78,943

 減価償却費 1,376 128 579 2,083 － 2,083

 資本的支出 1,785 7 3,780 5,573 270 5,844

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高

－ 18 －

㈱ワキタ（８１２５）　平成23年２月期決算短信



(リース取引関係)

項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１ リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

（借主側）

 リース取引開始日がリース会計基準初

年度前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き

採用しております。 

 該当するものについては以下のとおり

です。

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

貸与資産 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

2,516 149 2,666

減価償却 
累計額 
相当額

1,504 101 1,605

期末残高 
相当額

1,012 48 1,060

 

（借主側）

 リース取引開始日がリース会計基準初

年度前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き

採用しております。 

 該当するものについては以下のとおり

です。

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

貸与資産
(百万円)

その他 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

1,586 109 1,695

減価償却
累計額 
相当額

1,029 88 1,118

期末残高
相当額

556 21 577

 

② 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 494百万円
１年超 401百万円

計 896百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 242百万円
１年超 157百万円

計 400百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 810百万円

減価償却費相当額 713百万円

支払利息相当額 69百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 526百万円

減価償却費相当額 481百万円

支払利息相当額 31百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残価保

証額を残存価額とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残価保

証額を残存価額とする定額法によっ

ております。

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

２ ファイナンス・リース

取引
（借主側）

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

 該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

 該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ①リース資産の内容

 有形固定資産
   主として建機事業における貸与資産
   であります。

①リース資産の内容
有形固定資産

   主として建機事業における貸与資産
 であります。

 ②リース資産の減価償却の方法

   リース期間を耐用年数とし、残価保

   証額を残存価額とする定額法によっ

   ております。

②リース資産の減価償却の方法
   リース期間を耐用年数とし、残価保

   証額を残存価額とする定額法によっ

 ております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

３ オペレーティング・

リース取引

 

（借主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 1,857百万円
１年超 2,658百万円

計 4,515百万円
 

（借主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 1,820百万円
１年超 2,443百万円

計 4,264百万円

 

（貸主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 90百万円
１年超 324百万円

計 414百万円
 

（貸主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 81百万円
１年超 242百万円

計 324百万円

（減損損失について）   リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省

略しております。

  リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省

略しております。

－ 20 －
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成22年２月28日)

当連結会計年度 
(平成23年２月28日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 貸倒引当金 286

 減価償却費 80

 賞与引当金 73

 役員退職慰労引当金 328

 未払事業税 37

 未払不動産取得税

 有価証券評価損

33

189

 その他有価証券評価差額金 89

 固定資産減損損失

 その他

70

142

繰延税金資産小計 1,332

 評価性引当額 △477

繰延税金資産合計 854

繰延税金負債

 資産評価差額金 △116

 固定資産圧縮積立金 △53

 前払年金費用 △43

 その他 △0

繰延税金負債合計 △213

繰延税金資産の純額 641

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 貸倒引当金 247

 減価償却費 65

 賞与引当金 62

 役員退職慰労引当金 345

 未払事業税 80

有価証券評価損 174

 その他有価証券評価差額金 24

 固定資産減損損失 49

その他 243

繰延税金資産小計 1,293

 評価性引当額 △468

繰延税金資産合計 825

繰延税金負債

 資産評価差額金 △57

 固定資産圧縮積立金 △52

 前払年金費用 △32

繰延税金負債合計 △143

繰延税金資産の純額 682

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.6

(調整)

 交際費等永久に損金に算入されない
 項目

0.7

 受取配当金等永久に益金に算入され
 ない項目

△0.4

 住民税均等割 1.9

 のれん償却額

 評価性引当額の増減

1.9

21.5

 その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 66.1  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.6

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない
項目

0.8

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目

△0.3

 住民税均等割 1.4

のれん償却額 1.4

 その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7
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（注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて292百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたりましては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ概ね50%以上下落した場合に

は減損処理を行い、概ね30～50%下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行っております。 
  

 
  

 
  

(平成22年２月28日) 

 
  

(有価証券関係)

前連結会計年度(平成22年２月28日現在)

１ その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

株式 441 651 209

債券

 社債 601 602 0

その他 14 18 3

小計 1,057 1,271 213

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

株式 1,372 1,231 △140

債券

 国債・地方債等 14 14 △0

その他 1,754 1,463 △291

小計 3,141 2,709 △432

合計 4,199 3,980 △218

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

売却額(百万円) 184

売却益の合計額(百万円) 51

売却損の合計額(百万円) 29

３ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

区分

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

連結貸借対照表計上額(百万円)

(1)その他有価証券

非上場株式 424

社債(非上場) 10

小計 434

(2)子会社株式及び関連会社株式

子会社株式 54

小計 54

合計 489

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内 
(百万円)

10年超
(百万円)

債券

 国債・地方債等 － － 14 －

 社債 612 － － －

その他 2 － － －

計 615 － 14 －
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（注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて29百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたりましては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ概ね50%以上下落した場合に

は減損処理を行い、概ね30～50%下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行っております。 
  

 
  

 
  

(平成23年２月28日) 

 
  

当連結会計年度(平成23年２月28日現在)

１ その他有価証券で時価のあるもの

区分

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 1,128 1,456 327

債券

 国債・地方債等 14 14 0

 社債 208 208 0

その他 14 19 4

小計 1,366 1,698 332

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式 654 549 △105

その他 1,649 1,383 △265

小計 2,304 1,933 △370

合計 3,671 3,632 △38

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
当連結会計年度

(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

売却額(百万円) 68

売却益の合計額(百万円) 7

売却損の合計額(百万円) 11

３ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

区分

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

連結貸借対照表計上額(百万円)

(1)その他有価証券

非上場株式 351

小計 351

(2)子会社株式及び関連会社株式

子会社株式 111

小計 111

合計 463

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内 
(百万円)

10年超
(百万円)

債券

 国債・地方債等 － 14 － －

 社債 － 208 － －

その他 － 2 － －

計 － 226 － －

－ 23 －
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前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

当社は、退職一時金制度及び確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けており、連結子会社は、

退職一時金制度を設けております。 

  

 
(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

  

 
   （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとしております。） 

  

(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項(平成22年２月28日現在)

 ①退職給付債務 △1,922百万円

 ②年金資産 1,718百万円

 ③未積立退職給付債務（①+②） △203百万円

 ④未認識数理計算上の差異 227百万円

 ⑤会計基準変更時差異の未処理額 47百万円

 ⑥連結貸借対照表計上額純額（③+④+⑤） 70百万円

 ⑦前払年金費用 106百万円

 ⑧退職給付引当金（⑥－⑦） △35百万円

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日)

①勤務費用 104百万円

②利息費用 20百万円

③期待運用収益 △24百万円

④会計基準変更時差異の費用処理額 47百万円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 50百万円

⑥臨時に支払った割増退職金等 29百万円

⑦退職給付費用（①+②+③+④+⑤+⑥） 227百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 1.0％

③期待運用収益率 1.5％

④会計基準変更時差異の処理年数 10年

⑤数理計算上の差異の処理年数 7年

－ 24 －

㈱ワキタ（８１２５）　平成23年２月期決算短信



  
当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

当社は、退職一時金制度及び確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けており、連結子会社は、

退職一時金制度を設けております。 

  

 
(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

  

 
   （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとしております。） 

  

１ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項(平成23年２月28日現在)

 ①退職給付債務 △1,875百万円

 ②年金資産 1,698百万円

 ③未積立退職給付債務（①+②） △177百万円

 ④未認識数理計算上の差異 204百万円

 ⑤連結貸借対照表計上額純額（③+④） 27百万円

 ⑥前払年金費用 80百万円

 ⑦退職給付引当金（⑤－⑥） △53百万円

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日)

①勤務費用 110百万円

②利息費用 18百万円

③期待運用収益 △25百万円

④会計基準変更時差異の費用処理額 47百万円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 5百万円

⑥臨時に支払った割増退職金等 16百万円

⑦退職給付費用（①+②+③+④+⑤+⑥） 173百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 1.0％

③期待運用収益率 1.5％

④会計基準変更時差異の処理年数 10年

⑤数理計算上の差異の処理年数 7年

－ 25 －
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

 
（注）算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

 
 (2) １株当たり当期純利益金額 

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日)

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日)

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１株当たり純資産額 1,496円27銭

１株当たり当期純利益金額 18円60銭

１株当たり純資産額 1,527円89銭

１株当たり当期純利益金額 43円41銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

前連結会計年度末
(平成22年２月28日)

当連結会計年度末
(平成23年２月28日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 60,682 61,945

普通株式に係る純資産額（百万円） 60,682 61,945

普通株式の発行済株式数（千株） 47,841 47,841

普通株式の自己株式数（千株） 7,285 7,298

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

40,555 40,543

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当期純利益（百万円） 754 1,760

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 754 1,760

普通株式の期中平均株式数（千株） 40,560 40,549

－ 26 －

㈱ワキタ（８１２５）　平成23年２月期決算短信



  

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

（東日本大震災による被害の発生） 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災により当社グループ店舗の一部が損壊する被害を受け

ました。被害を受けた資産の主なものは、貸与資産、建物及び構築物等であり、損害額については

現在調査中です。 

なお、当該震災による被害が翌連結会計年度の財政状態及び経営成績に及ぼす影響については現

時点では合理的に算定することは困難でありますが、固定資産除却損及び復旧等に係る現状回復費

等の発生が見込まれます。 

  

金融商品、関連当事者情報、デリバティブ取引、賃貸等不動産の各注記事項については、決算短信

における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日)

(開示の省略)

－ 27 －
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5.個別財務諸表

(1)貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,952 12,146

受取手形 ※4 7,259 8,063

売掛金 5,758 6,029

営業貸付金 45 －

有価証券 615 －

商品 － 2,754

商品及び製品 3,438 －

原材料及び貯蔵品 162 －

貯蔵品 － 32

前渡金 18 25

前払費用 10 9

繰延税金資産 373 464

未収収益 7 2

従業員に対する短期貸付金 9 9

関係会社短期貸付金 67 47

未収入金 6 －

その他 530 419

貸倒引当金 △623 △598

流動資産合計 28,633 29,407

固定資産

有形固定資産

貸与資産 ※1 8,329 ※1 8,765

減価償却累計額 △6,624 △6,431

貸与資産（純額） 1,704 2,334

賃貸不動産

賃貸建物及び附属設備 16,175 18,834

減価償却累計額 △1,642 △2,213

賃貸建物及び附属設備（純額） 14,532 16,620

賃貸土地 ※2 13,101 ※2 14,223

建物 5,582 5,564

減価償却累計額 △3,177 △3,270

建物（純額） 2,405 2,293

構築物 1,077 1,095

減価償却累計額 △862 △900

構築物（純額） 214 195

機械及び装置 322 230

減価償却累計額 △290 △207

機械及び装置（純額） 31 22

－ 28 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

車両運搬具 42 40

減価償却累計額 △41 △38

車両運搬具（純額） 1 1

工具、器具及び備品 315 255

減価償却累計額 △284 △228

工具、器具及び備品（純額） 30 26

土地 ※2 4,459 ※2 4,459

リース資産 1,208 1,242

減価償却累計額 △188 △332

リース資産（純額） 1,020 910

有形固定資産合計 37,504 41,088

無形固定資産

借地権 144 140

ソフトウエア 99 251

電話加入権 39 39

リース資産 － 67

その他の施設利用権 1 1

無形固定資産合計 285 499

投資その他の資産

投資有価証券 3,800 3,984

関係会社株式 1,622 1,679

出資金 33 －

従業員に対する長期貸付金 10 9

関係会社長期貸付金 169 59

破産更生債権等 77 132

長期前払費用 118 93

繰延税金資産 302 191

敷金及び保証金 463 497

保険積立金 62 166

長期預金 1,000 1,000

その他 282 142

貸倒引当金 △367 △288

投資その他の資産合計 7,576 7,668

固定資産合計 45,366 49,256

資産合計 73,999 78,664

－ 29 －

㈱ワキタ（８１２５）　平成23年２月期決算短信



(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※4 3,338 5,022

買掛金 1,820 2,094

リース債務 150 175

未払金 450 264

未払費用 4 28

未払法人税等 311 917

未払消費税等 212 280

前受金 155 203

預り金 38 39

1年内に到来する長期前受利息 76 43

賞与引当金 176 147

割賦利益繰延 427 557

設備関係支払手形 4 1

設備関係未払金 630 814

その他 16 33

流動負債合計 7,813 10,624

固定負債

リース債務 915 846

再評価に係る繰延税金負債 713 713

退職給付引当金 6 9

役員退職慰労引当金 809 850

長期前受利息 65 34

長期設備関係未払金 936 1,377

長期預り保証金 1,577 1,738

固定負債合計 5,025 5,570

負債合計 12,838 16,194

－ 30 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,208 12,208

資本剰余金

資本準備金 13,716 13,716

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 13,717 13,717

利益剰余金

利益準備金 1,182 1,182

その他利益剰余金

建物圧縮積立金 20 18

土地圧縮積立金 58 58

別途積立金 34,000 34,000

繰越利益剰余金 5,172 6,370

利益剰余金合計 40,433 41,629

自己株式 △2,977 △2,981

株主資本合計 63,382 64,574

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △129 △13

土地再評価差額金 ※2 △2,091 ※2 △2,091

評価・換算差額等合計 △2,221 △2,104

純資産合計 61,161 62,469

負債純資産合計 73,999 78,664

－ 31 －
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(2)損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

売上高

商品売上高 22,645 22,767

製品売上高 704 846

賃貸収入 14,288 15,062

売上高合計 37,638 38,676

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 3,144 3,159

当期商品仕入高 19,417 18,859

直接費 ※1 1 ※1 1

小計 22,563 22,021

他勘定受入高 － 200

商品期末たな卸高 3,159 2,754

合計 19,404 19,466

製品売上原価

製品期首たな卸高 330 279

当期製品製造原価 576 525

小計 906 804

製品他勘定振替高 ※2 93 ※2 291

製品期末たな卸高 279 －

合計 533 513

賃貸原価 ※3 10,035 ※3 10,064

売上原価合計 29,973 30,044

割賦売上利益の調整

割賦販売未実現利益繰入額 341 368

割賦販売未実現利益戻入額 180 237

割賦売上利益合計 △161 △130

売上総利益 7,503 8,500

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 53 68

販売費 ※4 80 ※4 102

貸倒引当金繰入額 － 192

役員報酬 300 304

給料及び賞与 2,206 2,169

賞与引当金繰入額 172 147

退職給付費用 218 157

役員退職慰労引当金繰入額 41 41

福利厚生費 424 458

賃借料 714 727

減価償却費 173 192

その他 965 969

販売費及び一般管理費合計 5,350 5,530

営業利益 2,152 2,970

－ 32 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

営業外収益

受取利息 154 122

受取配当金 47 50

投資有価証券売却益 45 －

仕入割引 31 31

為替差益 1 －

雑収入 138 68

営業外収益合計 419 273

営業外費用

支払利息 37 46

為替差損 － 2

雑支出 16 18

営業外費用合計 53 67

経常利益 2,518 3,176

特別利益

固定資産売却益 － ※5 4

貸倒引当金戻入額 406 －

その他 6 7

特別利益合計 413 11

特別損失

固定資産除却損 ※6 10 ※6 12

投資有価証券売却損 29 11

投資有価証券評価損 292 41

貸倒引当金繰入額 ※7 29 －

損害賠償金 ※7 120 －

過年度損益修正損 ※7 101 －

その他 9 －

特別損失合計 594 65

税引前当期純利益 2,338 3,122

法人税、住民税及び事業税 963 1,363

法人税等調整額 478 △45

法人税等合計 1,442 1,318

当期純利益 895 1,804
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(3)株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,208 12,208

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,208 12,208

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 13,716 13,716

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,716 13,716

その他資本剰余金

前期末残高 0 0

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 0 0

資本剰余金合計

前期末残高 13,717 13,717

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 13,717 13,717

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,182 1,182

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,182 1,182

その他利益剰余金

建物圧縮積立金

前期末残高 21 20

当期変動額

建物圧縮積立金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 20 18

土地圧縮積立金

前期末残高 58 58

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 58 58
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

別途積立金

前期末残高 34,000 34,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 34,000 34,000

繰越利益剰余金

前期末残高 4,883 5,172

当期変動額

剰余金の配当 △608 △608

建物圧縮積立金の取崩 1 1

当期純利益 895 1,804

当期変動額合計 288 1,197

当期末残高 5,172 6,370

利益剰余金合計

前期末残高 40,146 40,433

当期変動額

剰余金の配当 △608 △608

建物圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益 895 1,804

当期変動額合計 287 1,195

当期末残高 40,433 41,629

自己株式

前期末残高 △2,971 △2,977

当期変動額

自己株式の取得 △6 △4

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △6 △4

当期末残高 △2,977 △2,981

株主資本合計

前期末残高 63,101 63,382

当期変動額

剰余金の配当 △608 △608

当期純利益 895 1,804

自己株式の取得 △6 △4

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 281 1,191

当期末残高 63,382 64,574
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △421 △129

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 291 116

当期変動額合計 291 116

当期末残高 △129 △13

繰延ヘッジ損益

前期末残高 0 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金

前期末残高 △2,091 △2,091

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △2,091 △2,091

評価・換算差額等合計

前期末残高 △2,512 △2,221

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 291 116

当期変動額合計 291 116

当期末残高 △2,221 △2,104

純資産合計

前期末残高 60,589 61,161

当期変動額

剰余金の配当 △608 △608

当期純利益 895 1,804

自己株式の取得 △6 △4

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 291 116

当期変動額合計 572 1,307

当期末残高 61,161 62,469
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該当事項はありません。 

  

 
  

(4)継続企業の前提に関する注記

(5)個別財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

No.
前事業年度 

(平成22年２月28日)
当事業年度 

(平成23年２月28日)

※１ 貸与資産は主として土木建設機械であり一部建物

(ハウス)、車両運搬具及び映像・音響機器等が含ま

れております。

貸与資産は主として土木建設機械であり一部建物

(ハウス)、車両運搬具及び映像・音響機器等が含ま

れております。

※２ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上してお

ります。

 再評価の方法

  「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10

年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定

める土地課税台帳に基づいて、合理的な調整を

行って算出しております。

 再評価を行った年月日   平成14年２月28日

 再評価を行った土地の当事業年度末における時価

 と再評価後の帳簿価額との差額

△1,411百万円

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上してお

ります。

 再評価の方法

  「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10

年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定

める土地課税台帳に基づいて、合理的な調整を

行って算出しております。

 再評価を行った年月日   平成14年２月28日

 再評価を行った土地の当事業年度末における時価

 と再評価後の帳簿価額との差額

△1,689百万円

３ 保証債務

 下記会社のリース会社等に対する営業取引(リー

ス取引・割賦販売)に対して保証を行っておりま

す。

㈱スペッチオ 68百万円

滋賀建機㈱ 62百万円

平川機工㈱ 56百万円

㈱フーマトレーディング 23百万円

岡田不動産㈱ 18百万円

その他 41社 207百万円

計 436百万円

保証債務

 下記会社のリース会社等に対する営業取引(リー

ス取引・割賦販売)に対して保証を行っておりま

す。

㈱スペッチオ 53百万円

平川機工㈱ 46百万円

滋賀建機㈱ 40百万円

㈱フーマトレーディング 17百万円

㈱リンク 16百万円

その他 40社 151百万円

計 325百万円

※４ 会計期間末日満期手形処理

 期末日満期手形の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。

 なお、当事業年度末日及びその前日は金融機関の

休日であったため、次の期末日及びその前日の満期

手形を満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。

受取手形 710百万円

支払手形 32百万円

――――――
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(損益計算書関係)

No.
前事業年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

※１ 直接費とは、映像・音響機器に係る直接経費で、そ
の内訳は次のとおりであります。

著作権料 0百万円

減価償却費 1百万円

計 1百万円

直接費とは、映像・音響機器に係る直接経費で、そ
の内訳は次のとおりであります。

著作権料 0百万円

減価償却費 1百万円

計 1百万円

※２

 

製品他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

貸与資産 32百万円

賃貸原価 60百万円

その他 0百万円

計 93百万円

製品他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

商品 167百万円

貸与資産 44百万円

賃貸原価 78百万円

その他 0百万円

計 291百万円

※３ 賃貸原価とは、土木建設機械等をレンタルまたはリ
ースして収入するための直接費用及び不動産賃貸に
対応する費用で、その内訳は次のとおりでありま
す。

賃借料 5,560百万円

修理費 773百万円

消耗品費 319百万円

運賃 1,116百万円

減価償却費 1,329百万円

不動産賃貸費用 866百万円

その他 69百万円

計 10,035百万円  

賃貸原価とは、土木建設機械等をレンタルして収入
するための直接費用及び不動産賃貸に対応する費用
で、その内訳は次のとおりであります。

賃借料 5,121百万円

修理費 940百万円

消耗品費 423百万円

運賃 1,160百万円

減価償却費 1,607百万円

不動産賃貸費用 738百万円

その他 73百万円

計 10,064百万円

※４ 販売費には、運賃荷造費、販売手数料、販売補修費
等を含んでおります。

販売費には、運賃荷造費、販売手数料、販売補修費
等を含んでおります。

※５ ―――――― 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 3百万円

その他（機械及び装置他） 1百万円

計 4百万円

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

貸与資産(陳腐化等のため除却) 3百万円

建物他(福知山市事務所移転のた

め除却)
4百万円

その他(構築物他) 1百万円

計 10百万円

固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

貸与資産(陳腐化等のため除却) 1百万円

建物他(滋賀工場製造停止のため

除却)
8百万円

その他(建物他) 1百万円

計 12百万円

※７ 貸倒引当金繰入額、損害賠償金及び過年度損益修正
損については、当社元従業員による不適切な取引が
過年度に行われておりましたので、過年度損益を修
正するとともに、これに伴い生じる可能性のある損
失について損害賠償金等を計上しております。

――――――
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前事業年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日) 

（単位：株） 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

当事業年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

（単位：株） 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 7,269,336 17,901 1,404 7,285,833

単元未満株式の買取 17,901株

単元未満株式の買増請求による売渡 1,404株

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 7,285,833 12,171 ― 7,298,004

単元未満株式の買取 12,171株
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(リース取引関係)

項目
前事業年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１ リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

（借主側）

 リース取引開始日がリース会計基準初

年度前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き

採用しております。 

 該当するものについては以下のとおり

です。

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

貸与資産 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

1,716 149 1,866

減価償却 
累計額 
相当額

1,218 101 1,320

期末残高 
相当額

497 48 545

 

（借主側）

 リース取引開始日がリース会計基準初

年度前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き

採用しております。 

 該当するものについては以下のとおり

です。

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

貸与資産
(百万円)

その他 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

902 109 1,012

減価償却
累計額 
相当額

742 88 831

期末残高
相当額

160 21 181

 

② 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 388百万円
１年超 200百万円

計 588百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 148百万円
１年超 51百万円

計 199百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 654百万円

減価償却費相当額 573百万円

支払利息相当額 52百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 408百万円

減価償却費相当額 376百万円

支払利息相当額 20百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残価保

証額を残存価額とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残価保

証額を残存価額とする定額法によっ

ております。

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

２ ファイナンス・リース

取引
（借主側）

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

 該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

 該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ①リース資産の内容

 有形固定資産
   主として建機事業における貸与資産
   であります。

 ①リース資産の内容

有形固定資産
   主として建機事業における貸与資産
 であります。

 ②リース資産の減価償却の方法

   リース期間を耐用年数とし、残価保

   証額を残存価額とする定額法によっ

   ております。

 ②リース資産の減価償却の方法

   リース期間を耐用年数とし、残価保

   証額を残存価額とする定額法によっ

 ております。
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前事業年度(平成22年２月28日現在) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成23年２月28日現在) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。  

  

  

項目
前事業年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

３ オペレーティング・

リース取引

 

（借主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 1,713百万円
１年超 2,537百万円

計 4,250百万円
 

（借主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 1,689百万円
１年超 2,370百万円

計 4,059百万円

 

（貸主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 90百万円
１年超 324百万円

計 414百万円
 

（貸主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 81百万円
１年超 242百万円

計 324百万円

（減損損失について）   リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省

略しております。

  リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省

略しております。

(有価証券関係)
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(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成22年２月28日)

当事業年度 
(平成23年２月28日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 貸倒引当金 262

 減価償却費 51

 賞与引当金 71

 役員退職慰労引当金 328

 未払事業税 32

 未払不動産取得税 33

 有価証券評価損 189

 その他有価証券評価差額金 89

 固定資産減損損失 39

 その他 120

繰延税金資産小計 1,220

 評価性引当額 △447

繰延税金資産合計 772

繰延税金負債

 固定資産圧縮積立金 △53

 前払年金費用 △43

 その他 △0

繰延税金負債合計 △97

繰延税金資産の純額 675
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 貸倒引当金 218

 減価償却費 45

 賞与引当金 59

 役員退職慰労引当金 345

 未払事業税 74

 有価証券評価損 174

 その他有価証券評価差額金 24

 固定資産減損損失 19

 その他 217

繰延税金資産小計 1,180

 評価性引当額 △438

繰延税金資産合計 742

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △52

前払年金費用 △32

繰延税金負債合計 △85

繰延税金資産の純額 656

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.6

(調整)

 交際費等永久に損金に算入されない
 項目

0.7

 受取配当金等永久に益金に算入され
 ない項目

△0.4

 住民税均等割 1.8

 評価性引当額の増減 19.1

 その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 61.7
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.6

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない
項目

0.8

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目

△0.3

 住民税均等割 1.4

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.2
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（注）算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

 
 (2) １株当たり当期純利益金額 

 

該当事項はありません。 

（東日本大震災による被害の発生） 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災により当社店舗の一部が損壊する被害を受けました。

被害を受けた資産の主なものは、貸与資産、建物及び構築物等であり、損害額については現在調査

中です。 

なお、当該震災による被害が翌事業年度の財政状態及び経営成績に及ぼす影響については現時点

では合理的に算定することは困難でありますが、固定資産除却損及び復旧等に係る現状回復費等の

発生が見込まれます。 

本日公表の「役員人事に関するお知らせ」をご参照下さい。 

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１株当たり純資産額 1,508円10銭 １株当たり純資産額 1,540円81銭

１株当たり当期純利益金額 22円09銭 １株当たり当期純利益金額 44円50銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

前事業年度末
(平成22年２月28日)

当事業年度末
(平成23年２月28日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 61,161 62,469

普通株式に係る純資産額（百万円） 61,161 62,469 

普通株式の発行済株式数（千株） 47,841 47,841

普通株式の自己株式数（千株） 7,285 7,298

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

40,555 40,543

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当期純利益（百万円） 895 1,804

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 895 1,804

普通株式の期中平均株式数（千株） 40,560 40,549

(重要な後発事象)

前事業年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日)

当事業年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日)

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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